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はじめに 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 
 
本書は、「新エネルギー技術研究開発 単独運転検出装置の複数台連系試験技

術開発研究」の事後評価報告書であり、第２５回研究評価委員会において設置

された「新エネルギー技術研究開発 単独運転検出装置の複数台連系試験技術

開発研究」（事後評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、第２８

回研究評価委員会（平成２３年３月３０日）に諮り、確定されたものである。 
 
 
 

平成２３年３月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 
 
● 第１回 分科会（平成２２年１０月８日） 

公開セッション 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法について 
４．評価報告書の構成について 
５．プロジェクトの概要説明 
６．プロジェクトの詳細説明 

非公開セッション 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他、閉会 

 
● 第２８回研究評価委員会（平成２３年３月３０日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 
本プロジェクトは、太陽光発電普及拡大に向けての重要な技術開発課題であ

る。今後、配電系統に複数台の太陽光発電装置が連系されることが想定される

中、新たに単独運転検出装置に対する多数台連系試験技術を開発し、単独運転

検出装置の認証に資する試験方法が開発され、目標が達成されたことは、これ

からの大量普及時の連系協議を円滑にする上で大いに貢献すると評価される。

また、競合する電力事業者と国内メーカーとの橋渡しを NEDO が行う形のプロ

ジェクトであり、NEDO の役割も評価できる。 
一方、本開発の試験方法では、メーカーが事前確認の試験を実施するには大

規模な試験設備が必要となり費用負担が大きくなる。本試験を簡略化する方向

性、方策を視野に入れておくことが肝要である。 
また、本プロジェクトの成果は、メーカー・電力会社間の調整による標準化、

並びに、関係規程類の改定があって、初めて生きることになる。これらが同時

進行となるよう引き続きフォローが必要である。 
今後、太陽光発電以外の多種類の分散型電源の多数台連系がある場合の単独

運転防止技術、並びに FRT（Fault Ride Through）評価技術等についても開発

が必要である。 
 
２）今後に対する提言 

FRT 技術については、発電設備への具備検討は欧米が早いので、国際標準化

に向けて欧米の動向を見ながら慎重にすすめていく必要があると考えられる。 
また、国際標準の動向を見極めながら、常に日本が関与できるように、単独

運転検出技術ばかりでなく、スマートメータ等による他の分散型電源遮断技術

等も、標準化を念頭に、開発すべきである。また、同じ配電線に多種類の分散

型電源の多数台連系がある場合の単独運転防止並びにFRT評価技術等について

も開発並びに試験方法の確立が必要と思われる。 
さらには、本プロジェクトの技術は、国内電力会社の問題提起により開発さ

れてきている技術である。「日本だけの特殊な技術」とならないよう注意する必

要がある。 
今後はスマートグリッドによる電力制御インフラが整ってくる。一方でエネ

ルギーマネジメントの方針や方法は各国各様になると想定される。本方式を国

際標準化するには各国の電力供給事情や連系仕様を十分考慮のうえ進めてほし
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い。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

住宅用 PV システム主導で大量導入が進む中、多数台連系が現実の問題となっ

ており、喫緊かつわが国共通の公益性の極めて高い課題である。「エネルギーイ

ノベーションプログラム」の主旨にも沿っており、本プロジェクトの事業目的

は現実的で妥当である。 
単独運転検出装置の試験方法の開発は、民間のみではなく、新エネルギー電

源の系統連系技術を長年開発してきた NEDO の関与が適切であった。 
なお、本プロジェクトの技術は、従来、海外では発生確率が小さい事象の保

護技術とされていて注目されておらず、国内電力会社の問題提起により開発さ

れてきている技術である。「日本だけの特殊な技術」とならないよう注意する必

要がある。 
また、太陽光発電以外の多種類の分散型電源の多数台連系がある場合の単独

運転防止並びに FRT（Fault Ride Through）評価技術等についても開発が必要

である。 
さらに、事業の成果を国際標準までもっていきたい意向があるようであるが、

世界はスマートグリッドの技術開発に興味を示していて、世界標準がスマート

メータによる転送遮断などになる可能性は捨てきれない。国際標準がどのよう

になっても、日本が関与できるように、同時にスマートメータによる分散型電

源遮断技術等も視野に入れるべきである。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
乱立する単独運転検出手法を国内で標準化し、かつ、国際標準にまでしよう

とする目標は評価できる。目標達成のための事業計画、実施体制、予算は妥当

であり、認証制度、標準の確立に向けて適切にマネジメントされている。 
また、「太陽光発電システムの複数台連系試験技術研究委員会」を設置して、

電力系統運用者や PV システムメーカーの専門的な意見を取り入れて、関係者間

で合意された試験方法を開発した点は、本試験方法の実用性を高めた。 
一方、本プロジェクトが対象としたパワーコンディショナ（PCS）は特定の

一社のものであったが、他 PCS メーカーや PV メーカーの設計自由度を十分配

慮した成果展開に期待する。委員会等のメンバーは、標準化を考慮した知的財

産の専門家、各国の制度等の専門家等、もう少し多様化してもよかった。 
 
３）研究開発成果について 
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複数台の太陽光発電装置が連系されたときの単独運転検出装置の認証に資す

る試験方法が開発され、認証が実現できる段階まで進んでおり、当初の目標を

達成した。成果は極めて有益で、複数台 PV の単独運転検出装置の試験方法は、

世界にはほとんど例がなくわが国のオリジナルなものであり、わが国のこれか

らの PV の大量導入に大いに貢献するものと期待できる。 
一方、特定の単独運転検出装置に対する太陽光発電設備の多数台連系試験技

術に限られていることが懸念される。また、同じ効果をもたらす他の技術を視

野に入れることも必要である。 
また、開発したものは、現在の日本社会および電力会社の保安・安全の考え

方を踏襲したものとなっているので、さらに、中長期的観点から、グローバル

な標準を考慮した仕様について検討する必要がある。 
 
４）実用化の見通しについて 
今回開発したものに対して、国内では、既に、認証の開始に向けた準備等進

められおり、評価できる。また、標準化並びに技術規定類への反映も現在審議

中とのことであり、これらが同時進行となっているか否か懸念されるものの、

早期の実用化に向けた取り組みは評価できる。実用化の見通しも立っているも

のと思われる。 
一方、単独運転検出装置の技術進歩に伴って、少ない試験回数やサンプル数

で判定できる、より合理的な試験方法が開発されるとよい。今後は、現在のイ

ンフラにホーム・エネルギー・マネジメントシステム、スマートメータなどが

重畳するものと想定される。実情に即して国内ばかりでなく国際的な標準化が

進められるよう、規格を考慮してほしい。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 
第２８回研究評価委員会（平成２３年３月３０日開催）に諮り、了承された。

研究評価委員会からのコメントは特になし。 
 
 



 

8 
 

研究評価委員会 

委員名簿（敬称略、五十音順） 
 

職 位 氏 名 所属、役職 

委員長 西村 吉雄 
学校法人早稲田大学大学院 政治学研究科 
（科学技術ジャーナリスト養成プログラム） 
客員教授 

委員長

代理 
吉原 一紘 

オミクロンナノテクノロジージャパン株式会社 

最高顧問 

委員 

安宅 龍明 
オリンパスビジネスクリエイツ株式会社 
事業企画本部 戦略探索部 探索２グループ 
シニアマネージャー 

伊東 弘一 
学校法人早稲田大学 理工学術院総合研究所 
客員教授（専任） 

稲葉 陽二 日本大学 法学部 教授 

大西  優 株式会社カネカ 顧問 

尾形 仁士 三菱電機エンジニアリング株式会社 相談役 

小林 直人 学校法人早稲田大学 研究戦略センター 教授 

小柳 光正 東北大学未来科学技術共同研究センター 教授 

佐久間一郎 
国立大学法人東京大学大学院 工学系研究科 
精密機械工学専攻 教授 

菅野 純夫 
国立大学法人東京大学大学院 新領域創成科学研究科

メディカルゲノム専攻 教授 

架谷 昌信 
愛知工業大学 工学部機械学科 
教授・総合技術研究所所長 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 
１．１ 総論 
１）総合評価 
本プロジェクトは、太陽光発電普及拡大に向けての重要な技術開発課題であ

る。今後、配電系統に複数台の太陽光発電装置が連系されることが想定される

中、新たに単独運転検出装置に対する多数台連系試験技術を開発し、単独運転

検出装置の認証に資する試験方法が開発され、目標が達成されたことは、これ

からの大量普及時の連系協議を円滑にする上で大いに貢献すると評価される。

また、競合する電力事業者と国内メーカーとの橋渡しを NEDO が行う形のプロ

ジェクトであり、NEDO の役割も評価できる。 
一方、本開発の試験方法では、メーカーが事前確認の試験を実施するには大

規模な試験設備が必要となり費用負担が大きくなる。本試験を簡略化する方向

性、方策を視野に入れておくことが肝要である。 
また、本プロジェクトの成果は、メーカー・電力会社間の調整による標準化、

並びに、関係規程類の改定があって、初めて生きることになる。これらが同時

進行となるよう引き続きフォローが必要である。 
今後、太陽光発電以外の多種類の分散型電源の多数台連系がある場合の単独

運転防止技術、並びに FRT（Fault Ride Through）評価技術等についても開発

が必要である。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 本研究は、再生エネルギーである太陽光発電普及拡大に向けての重要な技

術開発課題である。現在の日本社会および電力会社の保安・安全の考え方

を考慮すると本プロジェクトで開発した試験方式、認証制度等は現実的で

妥当であると評価する。今後、国内における実用化に向けた手続きを早急

に進め、さらには、国際標準化を意識した取組が必要と考える。 
○ 電力・ガス各社及び日本電機工業会のメンバーから成る技術研究委員会の

合意形成が得られている。工業会規格、系統連系規程、認証に向けて展開

される。PV システム大量導入に欠かせない技術である。 
○ 地域エネルギーマネジメント社会の到来を予見し、太陽光発電の普及促進

を加速できるテーマ設定となっている。 
○ 配電系統に複数台の太陽光発電装置(PV)が連系されることが想定される

中、新たに単独運転検出装置の認証に資する試験方法が開発されたことは、

これからの大量普及時の連系協議を円滑にする上で大いに貢献すると評

価される。 
○ 太陽光発電（PV）を 2020 年までに 2800 万 kW 導入する政府の目標達成
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のためには、530 万軒の家に PV を設置する必要があり、その場合に、多

数台 PV の単独運転の可能性が増大し、この多数台の単独運転検出装置の

干渉、一斉脱落防止のための FRT 特性等をチェックする試験技術の開発

は、喫緊の課題であり、必要性の極めて高いものある。 
○ 乱立する単独運転検出手法を国内で標準化し、かつ、可能なら国際標準に

までしたうえで、その認証試験技術を開発しようとする目標は評価できる。

その目標のため、競合する電力事業者と国内メーカーとの橋渡しを

NEDO が行う形の事業であり、NEDO の役割も評価できる。また、特定

の単独運転検出装置に対する多数台連系試験技術を開発した点では目標

を達成出来ている。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● スマートグリッド関連の技術開発は、日進月歩であり、能動的な実用的タ

イプ等本研究開発で対象にしなかったものについても、しっかりサーチし、

国際標準化を意識して、開発を進める必要がある。 
● 実用化までを通観した場合、本開発の試験方法では最大 10 台（4kW パワ

コンの場合）の試験が必要となる。メーカーが事前確認の試験を実施する

には 40～60kW 程度の大規模な試験設備が必要となり費用負担が大きく

なる。本試験を簡略化する方向性、方策を視野に入れておくことが肝要で

ある。 
● 異種単独運転検出方式を排除する必要性についての説明が必要と考える。 
● 本事業の成果は、メーカー・電力会社間の調整による標準化、並びに、関

係規程類の改定の三位一体・連携があって、初めて生きることになる。こ

れらが同時進行となるよう引き続きフォローが必要である。一方、スマー

トグリッドの技術動向からみて、単独運転検出装置の必要性や本事業によ

りもたらされる効果が今後 10 年程度である可能性があり、標準化並びに

関係規程類の改定を急ぐ必要があると共に、より長いスパンの技術開発も

同時に行うべきである。 
 
〈その他の意見〉 
・ 太陽光発電の普及のために、電力技術者以外（環境・建築・地方公共団体

等）への、開発技術の広報が必要と思われる。 
・ 今回の成果を、現在、動いているニューメキシコ等の他の NEDO プロジ

ェクトで検証し信頼を高め、国際標準化を目指していく必要がある。 
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２）今後に対する提言 
FRT 技術については、発電設備への具備検討は欧米が早いので、国際標準化

に向けて欧米の動向を見ながら慎重にすすめていく必要があると考えられる。 
また、国際標準の動向を見極めながら、常に日本が関与できるように、単独

運転検出技術ばかりでなく、スマートメータ等による他の分散型電源遮断技術

等も、標準化を念頭に、開発すべきである。また、同じ配電線に多種類の分散

型電源の多数台連系がある場合の単独運転防止並びにFRT評価技術等について

も開発並びに試験方法の確立が必要と思われる。 
さらには、本プロジェクトの技術は、国内電力会社の問題提起により開発さ

れてきている技術である。「日本だけの特殊な技術」とならないよう注意する必

要がある。 
今後はスマートグリッドによる電力制御インフラが整ってくる。一方でエネ

ルギーマネジメントの方針や方法は各国各様になると想定される。本方式を国

際標準化するには各国の電力供給事情や連系仕様を十分考慮のうえ進めてほし

い。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ ＩＴインフラやスマートグリッドを想定した方式の標準化であり、既存シ

ステムから新規システムへの移行措置を十分講じて置く必要がある。 
・ 単独運転検出装置は、日本が最も進んだ技術を持っており、国際標準化に

向けてリーダーシップをとれるものと思われる。FRT 技術については、

発電設備への具備検討は欧米が早いので、国際標準化に向けて欧米の動向

を見ながら慎重にすすめていく必要があると思われる。 
・ 本事業の成果を国際標準までもっていきたい意向があるようであるが、世

界はスマートグリッドの技術開発に興味を示していて、世界標準がスマー

トメータによる転送遮断などになる可能性は捨てきれない。今後、国際標

準の動向を見極めながら、常に日本が関与できるように、単独運転検出技

術ばかりでなく、スマートメータ等による他の分散型電源遮断技術等々も、

標準化を念頭に、開発すべきである。 
・ 「系統連系規程」の追加及び修正と新認証認定の早期実現を希望する。大

量連系時の単独運転検出技術（試験技術）は他に例を見ないので、スマー

トグリッドの国際標準化の一環として提言して頂きたい。 
・ 技術開発成果を国際市場で活用し、我が国企業が競争優位を確保していく

には、国際標準化戦略が重要となってくる。可能であれば、現在、進行中

の海外プロジェクト、例えば、ニューメキシコ、フランス、インドのプロ

ジェクト等で、今回の一連の成果を検証し、その良さを国際的にアピール
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していく必要がある。 
・ NEDO 方式と呼ばれる装置のほかの異なる方式が、同一配電線に連系し

たときの試験方法が確立されることが必要である。 
・ 本事業では、太陽光発電設備の多数台連系に限った技術開発をしているが、

実際にはさまざまな分散型電源が多数台混在することが予想される。多種

類の分散型電源の多数台連系がある場合の単独運転防止並びに FRT 評価

技術等についても開発が必要と思われる。 
・ 国際標準策定に資するためには、我が国とは異なる配電技術を用いている

他国の状況に本試験方法が適合するかを調査すること。その上で、試験方

法の国際標準化に結び付くことが望ましい。 
 
〈その他の意見〉 
・ プロジェクトの委員会への参加メンバーを、知的財産の専門家を加える等

もう少し多様化を考えてはどうか。 
・ 特定地域への太陽光発電設備の集中多数台連系の要望は、現時点で、多く

ないように思われる。開発技術が奏功するような、省庁を横断した、太陽

光発電普及に向けた国の施策が必要である。 
・ 今後はスマートグリッドによる電力制御インフラが整ってくる。一方でエ

ネルギーマネジメントの方針や方法は各国各様になると想定される。本方

式を国際標準化するには各国の電力供給事情や連系仕様を十分考慮のう

え進めてほしい。 
・ 本プロジェクトの技術は、従来、海外では発生確率が小さい事象の保護技

術とされていて注目されておらず、国内電力会社の問題提起により開発さ

れてきている技術である。「日本だけの特殊な技術」とならないよう注意

する必要がある。 
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１．２ 各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

住宅用 PV システム主導で大量導入が進む中、多数台連系が現実の問題となっ

ており、喫緊かつわが国共通の公益性の極めて高い課題である。「エネルギーイ

ノベーションプログラム」の主旨にも沿っており、本プロジェクトの事業目的

は現実的で妥当である。 
単独運転検出装置の試験方法の開発は、民間のみではなく、新エネルギー電

源の系統連系技術を長年開発してきた NEDO の関与が適切であった。 
なお、本プロジェクトの技術は、従来、海外では発生確率が小さい事象の保

護技術とされていて注目されておらず、国内電力会社の問題提起により開発さ

れてきている技術である。「日本だけの特殊な技術」とならないよう注意する必

要がある。 
また、太陽光発電以外の多種類の分散型電源の多数台連系がある場合の単独

運転防止並びに FRT（Fault Ride Through）評価技術等についても開発が必要

である。 
さらに、事業の成果を国際標準までもっていきたい意向があるようであるが、

世界はスマートグリッドの技術開発に興味を示していて、世界標準がスマート

メータによる転送遮断などになる可能性は捨てきれない。国際標準がどのよう

になっても、日本が関与できるように、同時にスマートメータによる分散型電

源遮断技術等も視野に入れるべきである。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 本研究は、再生エネルギーである太陽光発電普及拡大に向けての重要な技

術開発課題である。また、「エネルギーイノベーションプログラム」の主

旨にも沿っている。 
○ 事業目的は、国が温暖化対策として普及促進している分散型 PV システム

の普及に寄与する。 
○ 住宅用 PV システム主導で大量導入が進む中、多数台連系が現実の問題と

なっている。NEDO が本研究開発を進めた事で、系統運営者の統一的な

合意形成が得られたと考える。 
○ 本研究は、「NEDO における系統連系実証試験・技術開発事業」の一連の

プロジェクトの１つとしての位置づけを有する。 
○ 本研究は、国家的課題であり公共性に関連した判断が必要となること、お

よび NEDO のこれまでの一連のプロジェクトから得た知見、成果を活か

す必要があること、から NEDO の関与は必須である。 
○ 本開発成果である試験方法は平成１４年から平成１９年度の NEDO テー
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マ「集中連系型太陽光発電システム実証研究」で開発された一機種の電力

制御システムについての方式を対象とし、これにリンクしている。これを

水平展開する形でのテーマ設定となっている。 
○ 過去に NEDO 事業として単機の分散型電源の連系時の試験方法を開発し

た経験があり、NEDO の関与が適切であった。 
○ 現在の日本社会および電力会社の保安・安全の考え方を考慮すると本プロ

ジェクトの事業目的である、①試験設備の構築、②試験方法の開発、③認

証制度等、は現実的で妥当であると評価する。 
○ 単独運転検出装置の試験方法の開発は、公共性が高く、民間のみではなく、

新エネルギー電源の系統連系技術を長年開発してきた NEDO の関与が適

切であった。 
○ 「エネルギーイノベーションプログラム」の下で、当該施策・制度の目標

達成のために寄与している。また、競合する電力事業者と国内メーカーと

の橋渡しを NEDO が行う形の事業であり、NEDO の役割を評価できる。 
○ 現状の技術の普及状態で事業の必要性は否定出来ず、目的は妥当である。 
○ 喫緊かつわが国共通の公益性の極めて高い課題であるので、NEDO が実

施をすることは妥当である。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 事業目標が比較的現実的（太陽光発電設備の多数台連系を国内の電力会社

に承認してもらう）なものとなっているため、将来、期待されているスマ

ートグリッド関連の技術の動向をしっかりサーチし、国際標準化を意識し

た開発を進める必要がある。 
● スマートグリッドの技術動向からみて、本事業によりもたらされる効果が

10 年程度である可能性があり、より長いスパンの技術開発も同時に行う

べきである。 
● 広く実用化するにおいてはこの方式と同一であるとの定義が必要となる。

このために非干渉化を担保するにあたり、この方式のどの部分をどのよう

な範囲で統一仕様すべきか、今後検討、検証することが重要である。 
● 本事業では、太陽光発電設備の多数台連系に限った技術開発をしているが、

実際にはさまざまな分散型電源が多数台混在することが予想される。多種

類の分散型電源の多数台連系がある場合の単独運転防止並びに FRT 評価

技術等についても開発が必要と思われる。 
 
〈その他の意見〉 
・ 事業の成果を国際標準までもっていきたい意向があるようであるが、世界
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はスマートグリッドの技術開発に興味を示していて、世界標準がスマート

メータによる転送遮断などになる可能性は捨てきれない。国際標準がどの

ようになっても、日本が関与できるように、同時にスマートメータによる

分散型電源遮断技術等々も開発すべき。 
・ 本プロジェクトの技術は、従来、海外では発生確率が小さい事象の保護技

術とされていて注目されておらず、国内電力会社の問題提起により開発さ

れてきている技術である。「日本だけの特殊な技術」とならないよう注意

する必要がある。 
・ 電力設備の保安・安全面を比較的重視しているドイツ等先進国の考え方を

しっかり、リサーチしておく必要がある。 
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２）研究開発マネジメントについて 
乱立する単独運転検出手法を国内で標準化し、かつ、国際標準にまでしよう

とする目標は評価できる。目標達成のための事業計画、実施体制、予算は妥当

であり、認証制度、標準の確立に向けて適切にマネジメントされている。 
また、「太陽光発電システムの複数台連系試験技術研究委員会」を設置して、

電力系統運用者や PV システムメーカーの専門的な意見を取り入れて、関係者間

で合意された試験方法を開発した点は、本試験方法の実用性を高めた。 
一方、本プロジェクトが対象としたパワーコンディショナ（PCS）は特定の

一社のものであったが、他 PCS メーカーや PV メーカーの設計自由度を十分配

慮した成果展開に期待する。委員会等のメンバーは、標準化を考慮した知的財

産の専門家、各国の制度等の専門家等、もう少し多様化してもよかった。 
 
〈肯定的意見〉 
○ このプロジェクトは、「NEDO における系統連系実証試験・技術開発事業」

の一貫した計画の中の１つとして位置づけられ、①試験設備の構築、②試

験方法の開発、③認証制度、と３つの明確な目標設定がなされている。 
○ 過去に実施した NEDO 研究の成果を確実に活用している点は評価できる。 
○ 乱立する単独運転検出手法を国内で標準化し、かつ、国際標準にまでしよ

うとする目標は評価できる。予算・目標・成果共に、現状の技術動向から

して、妥当と思われる。 
○ プロジェクトを推進する委員会、分科会の他に、外部有識者を中心とした

「太陽光連系委員会」にての事業内容審議がしっかりなされており、牽制

機能が働いている。 
○ 施工を主導する企業と、規格、標準化を主導できる機関から成る体制での

開発であり、開発成果を規格化、ドキュメント化に円滑に移行できる布石

となっている。 
○ 実用化に向けた知的財産マネジメントの方向性について明確化している。 
○ 事業計画は、少ない予算の中で、できるだけ有意義な成果を出すように適

切に立てられている。事業体制は、わが国最高のエキスパートで組まれて

おり、事業も、認証制度、標準の確立に向けて適切にマネジメントされて

いる。 
○ 目標達成のため、妥当なスケジュール、実施体制、予算となっている。 
○ 委員会を設置して、電力系統運用者や PV システムメーカーの専門的な意

見を取り入れて、関係者間で合意された試験方法が開発された点は、本試

験方法の実用性を高めた。 
○ 「複数台連系技術研究委員会」分科会１、２において、多方面からの委員
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の合意が得られている点が重要と考える。 
○ 委員会、分科会については、成果の受け取り手である電力会社に対して関

与を求める体制としている。 
○ 本プロジェクトの直前に実施された「集中連系型太陽光発電システム実証

研究」の設備および知見を有効に活用できた点が評価される。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 本プロジェクトが対象としたパワーコンディショナ（PCS）は特定の一社

のものであったが、他 PCS メーカーや PV メーカーの設計自由度を十分

配慮した成果展開に留意してほしい。 
● ①本事業、②メーカー・電力会社の調整による標準化、並びに③関係規程

類の改定、の三位一体・連携で初めて本事業の成果が生きることになる。

同時進行となるよう引き続きフォローが必要である。 
● 委員会等のメンバーについて、可能であれば、標準化を考慮した知的財産

の専門家、各国の制度等の専門家等、もう少し多様化してもいいのではな

いか。 
 
〈その他の意見〉 
・ 事後評価分科会 資料６ 17/32～20/32 外部委員会・有識者の具体的な

議事を本 PJ 説明資料に追加すべきではないか。 
・ 「委員会」「分科会」のメンバー登録は 1 機関 1 人とすべきではないか。 
・ スマートメータが世界でテスト導入の段階にあり、普及が見込まれること

から、近い将来、本事業とは違う技術で安価かつ確実に同一目的を達成出

来る可能性があり、「スマートメータを用いた分散型電源遮断技術」等々

の開発も念頭におくべき。その場合において、転送遮断機能が付加される

など、多機能となるスマートメータの認証が現状の電力量計認証の手続き

と同じでよいか検討が必要と思われる。 
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３）研究開発成果について 
複数台の太陽光発電装置が連系されたときの単独運転検出装置の認証に資す

る試験方法が開発され、認証が実現できる段階まで進んでおり、当初の目標を

達成した。成果は極めて有益で、複数台 PV の単独運転検出装置の試験方法は、

世界にはほとんど例がなくわが国のオリジナルなものであり、わが国のこれか

らの PV の大量導入に大いに貢献するものと期待できる。 
一方、特定の単独運転検出装置に対する太陽光発電設備の多数台連系試験技

術に限られていることが懸念される。また、同じ効果をもたらす他の技術を視

野に入れることも必要である。 
また、開発したものは、現在の日本社会および電力会社の保安・安全の考え

方を踏襲したものとなっているので、さらに、中長期的観点から、グローバル

な標準を考慮した仕様について検討する必要がある。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 現在の日本社会および電力会社の保安・安全の考え方を考慮すると本プロ

ジェクトで開発した試験方式、認証制度等は現実的で妥当であると評価す

る。 
○ 今後の「系統連系規程」の追加及び修正と新認証認定制度に繋がっている

ので、系統連系協議の現場に大きく寄与するものと考える。 
○ 成果は極めて有益で、複数台 PV の単独運転検出装置の試験方法は、世界

にはほとんど例がなくわが国のオリジナルなものである。わが国のこれか

らの PV の大量導入に大いに貢献するものと期待できる。 
○ 複数台の太陽光発電装置が連系されたときの単独運転検出装置の認証に

資する試験方法が開発され、プロジェクト終了の次年度内に認証できる段

階まで進んでおり、当初の目標を達成した。 
○ 成果は、単独運転検出装置の試験方法研究のための設備構築、認証に資す

る試験方法の開発等、世界初のものと考えられ、評価できる。また、開発

した試験方法は、特に電力系統管理者に受け入れられており、早い段階で

の実用化が期待される（大量の太陽光の導入への貢献）。 
○ 電力会社側の事故、停電時に実際に想定される事象に基づき、分散型電源

の単独運転を検出し、遮断するに十分な定量的条件が目標、成果に設定さ

れている。 
○ 特定の単独運転検出装置に対する多数台連系試験技術を開発した点では

目標を達成出来ている。技術は世界最高水準であり、もし、必要とする国

があれば、当該技術の輸出も期待できる。成果は関係者（電力会社・メー

カー等）に広く普及している。 
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〈問題点・改善すべき点〉 
● 成果を、もう少し素早く世界中で発表し、さまざまな技術者と議論をして

欲しかった。これから、成果発表、セミナーなどを様々なところで行って

ほしい。 
● 開発した試験方法については、どこまで機能を拡張したものに対応してい

くか、について詰めておく必要がある。 
● 特定の単独運転検出装置に対する多数台連系試験技術に限られているこ

とが懸念される。また、同じ効果をもたらす他の技術への準備も必要と思

われる。 
 
〈その他の意見〉 
・ 太陽光発電の早期普及のためには、標準化並びに関係規程類の改定を急ぐ

必要がある。 
・ 特定地域への太陽光発電設備の集中多数台連系の要望は、現時点で、多く

ないように思われる。開発技術が奏功するような、省庁を横断した、太陽

光発電普及に向けた、国の施策が必要である。 
・ 開発したものは、現在の日本社会および電力会社の保安・安全の考え方を

踏襲したものとなっているので、さらに、中長期的観点から、グローバル

な標準を考慮した仕様について検討する必要がある。 
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４）実用化の見通しについて 
今回開発したものに対して、国内では、既に、認証の開始に向けた準備等進

められおり、評価できる。また、標準化並びに技術規定類への反映も現在審議

中とのことであり、これらが同時進行となっているか否か懸念されるものの、

早期の実用化に向けた取り組みは評価できる。実用化の見通しも立っているも

のと思われる。 
一方、単独運転検出装置の技術進歩に伴って、少ない試験回数やサンプル数

で判定できる、より合理的な試験方法が開発されるとよい。今後は、現在のイ

ンフラにホーム・エネルギー・マネジメントシステム、スマートメータなどが

重畳するものと想定される。実情に即して国内ばかりでなく国際的な標準化が

進められるよう、規格を考慮してほしい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 認証の開始、民間規程化、国内標準化に向けての作業が既に始まるなど、

実用化の見通しが十分に立っている。 
○ 電力系統管理者等多くの人が太陽光発電等の大量導入にあたってのたく

さんの課題、知見を得ることができ、今後、日本におけるこの分野での発

展が期待できる。 
○ 複数台連系時の単独運転検出装置の認証制度が早期に確立する見込みで

ある。 
○ 本試験方法を適用した新認証制度による認定機種の登場こそが成果の実

用化と考える。 
○ 今回開発したものに対して、国内では、既に、認証の開始に向けた準備等

進められおり、また、技術規定類への反映も現在審議中とのことであり、

早期の実用化に向けた取り組みは評価できる。 
○ 標準化事業につなぐべく、具体的なプロジェクトが布石として設置されて

いる。 
○ 次のステップとして、平成 22 年度「戦略的国際標準化推進事業」の中で、

日本国内における標準仕様の規格化および国際標準化獲得に向けた戦略

の提示等がグローバルな広い視野、一貫性のある技術戦略のもとに検討さ

れており、高く評価することができる。 
○ 電力会社からの問題提起による技術開発であるため、実用の見通しはある。

また、標準化を裏で考えている事業であり、国内標準・国際標準の見込み

もある。本事業により、関係者の標準化に向けた技術の検討により、技術

が電力会社やメーカーの関係者には広く普及したと思われる。 
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〈問題点・改善すべき点〉 
● ①本事業と、②メーカー・電力会社の調整による標準化、並びに③関係規

程類の改定、の三位一体・連携で初めて本事業の成果が実用になり、普及

可能となる。これらが同時進行となるよう引き続きフォローが必要である。 
● 太陽光発電の普及のために、電力技術者以外（環境・建築・地方公共団体

等）への、開発技術の広報が必要と思われる。 
● 単独運転検出装置の技術進歩に伴って、少ない試験回数やサンプル数で判

定できる、より合理的な試験方法が開発されるとよい。 
 
〈その他の意見〉 
・ 今回の成果を、現在、動いているニューメキシコ等の他の NEDO プロジ

ェクトで検証し信頼を高め、国際標準化を目指していく必要がある。 
・ 諸外国ではスマートメータが普及しつつあり、スマートメータを用いた転

送遮断などが国際標準となる可能性も否定出来ない。スマートグリッド分

野のでも国際標準となりうる（IT 利用による）国内標準技術開発も急い

だ方が良い。 
・ 今後、現在の系・インフラにホームエネルギーマネジメントシステム、ス

マートメータの系・インフラが重畳すると想定される。この場合にも外電

力の擾乱がこれらの屋内系に影響を与えないような PCS のインテリジェ

ント化が要求される。実情に即して標準化が進められるよう、規格に自由

度をもたせるドキュメント化を志向してほしい。 
・ 絶えず技術のサーチを行い、当技術開発にこだわることなく、システムの

中で最良のものを選択して活用する必要がある。 
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２．評点結果 
２．１ プロジェクト全体 
 

2.5

2.5

2.3

2.3

0.0 1.0 2.0 3.0

４．実用化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.5 A B A A B B 
２．研究開発マネジメントについて 2.3 B A B A B B 
３．研究開発成果について 2.3 B A B A C A 
４．実用化の見通しについて 2.5 A B A A B B 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化の見通しについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象プロジェクト 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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「単独運転検出装置の複数台連系試験技術開発研究」 
 
 
 

事業原簿【公開】 

 

担当部 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
スマートコミュニティ部 
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概 要 
最終更新日 平成 22 年 9月 13 日 

プログラム（又は施策）

名 
エネルギーイノベーションプログラム／新エネルギー技術研究開発 

プロジェクト名 
単独運転検出装置の複数台連

系試験技術開発研究 
プロジェクト番号 Ｐ０７０１５ 

担当推進部/担当者 

スマートコミュニティ部 担当者氏名 多田佳史（平成 21 年 2月～平成 22 年 3月） 

スマートコミュニティ部 担当者氏名 竹本裕志（平成 21 年 9月～平成 22 年 3月） 

新エネルギー技術開発部 担当者氏名 仲間博文（平成 20 年 9月～平成 22 年 2月） 

新エネルギー技術開発部 担当者氏名 井上順介（平成 20 年 9月～平成 21 年 1月） 

０．事業の概要 

住宅用の太陽光発電システム（以下、ＰＶシステム）の複数台連系時を対象とした単独運

転検出装置の試験方法研究のための設備を構築並びに試験方法を開発し、認証に資する試験

技術を確立するために、以下の研究開発項目についての研究開発を実施。 

①複数台連系を対象とした単独運転検出装置の試験方法研究のための設備の構築 

先にＮＥＤＯ技術開発機構の委託事業として実施した「集中連系型太陽光発電システム実

証研究」の設備を有効に利用し、ＰＶシステムの複数台連系を対象とした単独運転検出装置

の試験方法研究のための設備を構築する。 

②複数台連系を対象とした単独運転検出装置の認証に資する試験方法の開発 

「集中連系型太陽光発電システム実証研究」で検討した複数台連系時の単独運転検出装置

に係る試験方法等を踏まえ、ＰＶシステム複数台連系の認証に資する試験方法を開発する。

③有識者、電力系統管理者などによる試験方法についての審議 

有識者、電力関係者、業界団体、その他の新エネルギー等分散型電源の専門家等により構

成された検討委員会を立ち上げ、上記①及び②の試験設備や試験方法（認証試験技術）につ

いてその妥当性並びに開発状況について審議する。 

Ⅰ．事業の位置付け・必

要性について 

 平成14年度から平成19年度まで実施した「集中連系型太陽光発電システム実証研究」プロ

ジェクトにおいて、住宅用ＰＶシステムが複数台連系した場合を対象とした単独運転検出方

式の新技術を開発するとともに、その技術と既存技術〔市販のパワーコンディショナ（以

下、ＰＣＳ）に具備されている単独運転検出機能〕との影響評価を実施した。 

しかしながら、現在のＰＶシステムの系統連系保護装置に関する認証制度は単機のＰＶシ

ステムに対する保護装置を対象としており、同一系統への複数台連系を対象とした保護装置

の認証制度は無い。そのため、ＰＶシステムを複数台連系する際には電力系統管理者と個別

に協議をしなくてはならず、協議の際に必要となる技術試験を個別に実施する等多くの時間

と費用を要する状況にある。 

今後のＰＶシステムの普及拡大のためには、複数台連系に係る手続き等の円滑化のための

認証制度が必要であり、これに係る試験技術の確立が求められている。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 事業の目標 
ＰＶシステムの複数台連系時を対象とした単独運転検出装置の試験方法研究のための設備

を構築並びに試験方法を開発し、認証に資する試験技術を確立する。 

事業の計画内容 

主な実施事項 Ｈ20fy Ｈ21fy  

①試験設備構築  
  

②試験方法の開発 
 

  

③外部有識者による審議    

i 



 
 

 

開発予算 

（会計・勘定別に事業

費の実績額を記載）

（単位：百万円） 

 
契約種類：（委託） 

会計・勘定 Ｈ20fy Ｈ21fy 総額 

一般会計 - - - 

特別会計 

（需給） 
207 98 305 

加速予算 
（成果普及費を含む） 

- - - 

総予算額 207 98 305 

開発体制 

経産省担当原課 
資源エネルギー庁 

省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー対策課 

プロジェクトリーダー 財団法人電気安全環境研究所 大坂 進 

委託先 
財団法人電気安全環境研究所 

株式会社関電工 

情勢変化への対応 

NEDO 運営の「太陽光連系技術委員会」と、委託先運営の委員会及び２つの分科会という体

制のもとに、国内外の情勢変化に関する情報収集をしつつプロジェクトを推進した。その結

果、大きな情勢変化等はなく、計画等に特に変更はなかった。  

中間評価結果への対応 中間評価対象外事業 

  評価に関する事項 
事前評価 平成 19 年度 事前評価実施 担当部：新エネルギー技術開発部 

事後評価 平成 22 年度 事後評価実施 担当部：評価部 

Ⅲ．研究開発成果につい

て 

 平成 21 年度に最終目標を達成した。以下に研究開発項目毎の成果をまとめる。 

 

①複数台連系を対象とした単独運転検出装置の試験方法研究のための設備の構築 

出力４ｋＷの太陽光発電システムを３０台連系している状態を模擬できる試験設備は、国

内に建設例がなく、この設備の構築により、本プロジェクトの目的である、「複数台連系時

の単独運転検出装置の認証に資する試験技術の確立」が可能となった。  

 本プロジェクトでは、単独運転に関する試験のデータ取得に用いたが、分散型電源の連系

による電力品質の変化に関するデータ取得も可能であり、ＦＲＴ要件の検証も可能な設備と

なっている。  

②複数台連系を対象とした単独運転検出装置の認証に資する試験方法の開発 

開発された試験方法は、「同一方式の能動的方式単独運転検出機能が連系台数の増加時に

おいても動作すること」および「系統擾乱時に太陽光発電システムが求められる動作をする

こと」を確認するもので、試験に用いた台数以上の連系時の評価を行う前者の試験方法は、

国内外でも例がない。後者の試験方法の開発においては、ＰＶシステムのＦＲＴ要件として

求められる電圧、周波数変動を国内では、初めて定量的に明確にした。 

③有識者、電力系統管理者などによる試験方法についての審議 

有識者、電力系統管理者などにより、開発した試験方法の妥当性を審議頂いたことによ

り、当試験の実用性を高めることが出来た。 

投稿論文 ３件 

特  許 なし 

その他の外部発表

（プレス発表等）
なし 
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Ⅳ．実用化の見通しにつ

いて 

 

本研究では、更なる普及拡大が進められるＰＶシステム等の分散型電源の健全な普及と系

統連系に関する諸手続きの円滑化に資する新たな認証制度を確立するため、その基礎となる

多数台又は広域・大量連系を前提とした単独運転検出装置の新たな試験方法を開発した。今

後は、本研究成果、データ等を広く提供、活用することにより、系統連系規程を初め、関連

する基準や規格の作成、改定等に寄与するものと考えている。 

 

 

Ⅴ．基本計画に関する事

項 

 

作成

時期 
平成 20 年 3月 作成 

変更

履歴 
平成 21 年 3月 改訂 プロジェクトリーダー追記 
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プロジェクト用語集 
 

単機連系； 

 高圧配電線に施設されている柱上変圧器等を単位とした低圧配電線に１台の分散型電源が連系

されている状態。 

 

多数台連系； 

 低圧配電線に連系する分散型電源の出力を，高圧配電線１回線を単位に合計した値が，その高

圧配電線における最低需要に近づき，高低圧混触事故時にそれらの分散型電源が具備する受動方

式の単独運転検出機能や逆変換装置の制御等によるゲートブロック動作が期待できず，保護が困

難となるに至る台数が連系される状態。 
 本プロジェクトの名称は「単独運転検出装置の複数台連系試験技術開発研究」であるが，研究の対象は，「複数台連系」に留

まらず，「多数台連系」，「大量連系」に及んでいる。 

 

集中連系； 

 多数台連系に相当する出力合計となる台数が，高圧配電線の一部の地域に集中して連系してい

る状態。 

 

大量連系； 

 多数台連系が増大し，分散型電源の出力の合計が，電力系統全体の発電の割合の多くを占め，

その挙動が系統電圧，周波数に影響を及ぼすに至る台数が連系される状態。 

 

一斉解列； 

系統擾乱により分散型電源が具備する系統連系保護装置等が一斉に動作し，系統から解列する

こと 

 

不要解列； 

運転継続が求められる上位系統事故による瞬時電圧低下や周波数変動時等に，分散型電源が具

備する系統連系保護装置等が動作し，系統から解列すること 

 

FRT(Fault Ride Through)； 

系統事故による電圧，周波数の変動に対し運転を継続し，系統の安定を保つ機能 

 

LVRT(Low Voltage Ride Through)； 

系統事故により低下した電圧に対し運転を継続し，系統の安定を保つ機能 

 

 

ＰＣＳ（パワーコンディショナ）； 

   逆変換装置及び保護装置（系統連系用）が一体となった装置のこと。現在、太陽光発電設備な

どで一般的に使用されている。 

 

認証制度； 

主に一般家庭に設置されることを目的とした小型分散電源発電システム用の系統連系保護装置

等の安全性については、電力会社と需要家との系統連系円滑化に資することを目的として、財団

法人電気安全環境研究所が、製造事業者等の申込みに応じて、認証試験を実施し、合格した物を

認証する制度。 

 

単独運転； 

   発電設備（単機又は複数台数）が連系している一部の系統が事故などによって系統電源と切り

離された状態において、この線路内に存在している発電設備郡だけで発電を継続し、線路負荷に

電力供給している状態のこと。 
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瞬時電圧低下； 

   系統を構成する設備に、落雷などにより故障が発生した場合、故障点を保護リレーで検出し、

遮断器でそれを電力系統から除去する間、故障点を中心に電圧が低下する事象。 

 

ＢＴＢ電源； 

   直流送電線を持たず、２組の交直変換装置の直流側出力を相互に接続した設備をいう。一般的

には同一周波数の交流系統を連系する。ＢＴＢを設置することで、短絡容量を増加させずに系統

連系が可能である、系統分割や高速な潮流制御により、系統安定度の向上を図ることができる、

周波数変動が改善される、といった効果があり、今回は、同一な試験環境構築のために設置した。 

 

受動的単独運転検出方式； 

   単独運転移行時の電圧位相や周波数などの急変を検出する方式であり、一般に高速性に優れて

いるが、不感帯領域が有る点や急激な負荷変動などによる頻繁な不要動作を避けることに留意す

る必要がある。 

 

能動的単独運転検出方式； 

   能動的方式は逆変換装置の制御系や外部に付加した抵抗などにより、常時電圧や周波数に変動

を与えておき、単独運転移行時に顕著となるこの変動を検出する方式であり、原理的には不感帯

領域が無い点で優れているが、一般に検出に時間がかかったり、他の能動的方式を採用する発電

設備が同一系統に多数連系していると、有効に動作しない恐れがある。 

 

 

 



 

I． 事業の位置付け・必要性について  
 

１．ＮＥＤＯの関与の必要性・制度への適合性  
 

 1.1 ＮＥＤＯが関与することの意義  
 

2005年2月に発効した京都議定書等の対応として、二酸化炭素等の温室効果ガス排出量削減に向

け、新たな技術の開発及びコスト低減・性能向上のための戦略的取り組みが要求されている。 

このような中で、2020年、更には2030年に向けた中長期的視野に立ち、国内の知見・技術を終結

して、再生可能エネルギー及び関連する分野における、革新的・新規技術の開発、開発技術の適用

拡大、コストの低減、性能の向上等を行い、世界における優位性を堅持するためにも、従来技術の

延長にない技術革新をも目指した継続的な研究・技術開発が必要不可欠である。 

  太陽光発電等の系統連系技術において、産学官の連携を強化し、新しい単独運転検出装置の開発

並びにその試験技術の開発とともに、系統連系分野における産業競争力を発展させ、太陽光発電等

の分散型電源を普及させるには、ＮＥＤＯによる国家的研究開発体制と支援が不可欠である。 

 

 1.2 実施の効果（費用対効果）  
 

本プロジェクトにおいて、住宅用ＰＶシステムの集中連系を想定した単独運転検出装置の試験方

法を確立したことにより、住宅用ＰＶシステムの集中連系が可能となり、同システムの大量導入が

期待できる。また、電力会社との連系協議において系統連系に関する諸手続の円滑化が見込まれる。

これらの成果は、本プロジェクトの費用対効果が非常に高いことを示す客観的な証左である。 

 

 

２．事業の背景・目的・位置付け  
 

単独運転検出装置は、系統連系を行っている配電線において、地絡や短絡事故等による配電線

停止が発生した場合に安全を確保するため、同停止状態を速やかに検出し太陽光発電システムな

どを当該配電線から解列させ、配電線への電力供給（逆充電）を停止させることを目的として設

置されている。しかし、配電線内の発電設備発電出力≒負荷消費電力（有効電力及び無効電力と

も平衡）の場合には、電圧及び周波数の変化量が少ないため受動的単独運転検出方式だけでは原

理的に検出が不能であることから、能動的単独運転検出方式を組み合わせることにより、単独運

転状態を確実に検出できるシステム構成としている。 

能動的単独運転検出方式は、単機での連系運転時の場合には能動信号によって単独運転状態を

確実に検出することが可能であるが、複数台連系時の場合には能動信号が相互に干渉することに

より、単独運転状態を検出することが出来ないことがある。 

昨今、複数台連系時に相互干渉しない能動的単独運転検出方式の開発が行われているが、複数

台連系時における単独運転検出装置の評価方法が確立されていないことから、現状では太陽光発

電システムなどの系統連系時に煩雑な個別試験や協議等が必要になっている。 

そこで、今後、更なる普及が見込まれている分散型電源の系統連系に関する諸手続きの円滑化

に資するため、複数台連系時における単独運転検出装置の試験方法を確立することを目的とする。 
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II． 研究開発マネジメントについて  
 

１．事業の目標  
 

ＰＶシステムの複数台連系時を対象とした単独運転検出装置の試験方法研究のための設備構築な

らびに試験方法を開発し、認証に資する試験技術を確立することを目指す。プロジェクトリーダー

は、系統連系技術分野において主たる役割を果たしている財団法人電気安全環境研究所が務め、こ

れまでの系統連系認証の実績を基盤として、ＰＶシステムの複数台連系の早期普及の観点にたちプ

ロジェクトを遂行する。 

 

２．事業の計画内容   
 

 2.1 研究開発の内容 
 

 ①複数台連系を対象とした単独運転検出装置の試験方法研究のための設備の構築 

 試験方法研究のための試験設備は（財）電力中央研究所赤城試験センター（前橋市）内に、

「集中連系型太陽光発電システム実証研究」（平成14年度～平成19年度、ＮＥＤＯ委託事業）

において使用した「模擬配電系統設備（建物、太陽電池模擬電源、市販PCS、計測システム及

び解析用パソコン等）」を利活用して構築し、試験目的に応じた各試験回路やデータ取得・分

析方法の最適化を行う。ただし、「模擬配電系統設備」では系統側を模擬する電源容量が不足

していることから「新電力ネットワークシステム実証研究」（平成15年度～平成19年度、ＮＥ

ＤＯ委託事業）において、東北福祉大学（仙台市）で使用したＢＴＢ電源を赤城試験センター

に移設することにより、30台規模のＰＶシステム用ＰＣＳが系統連系運転できるシステムを構

築する。 

 ②複数台連系を対象とした単独運転検出装置の認証に資する試験方法の開発 

ＰＶシステムが複数台連系した場合における単独運転検出装置の試験方法については、実際

の連系台数にて実証試験を行うことが望ましいが、設備規模、経済性等の観点から非現実的で

ある。 

そのため、構築した複数台連系用試験設備の範囲内において、実際に連系される台数と同等

の評価を行える試験方法について開発する。 

また、ＰＶシステムが電力系統全体で広域・多数に連系された場合に、同一系統内において

発生した瞬時電圧低下や何らかの原因による位相跳躍等により単独運転検出装置が一斉不要動

作（一斉解列）をしてしまう可能性があるが、これは系統側にとっても好ましい動作ではない。 

よって、今後の単独運転検出装置には、想定される系統変化内での一斉不要動作を起こさな

い検出方式がより求められてくる。また、それと同時にその機能について有効性を評価する必

要があるため、瞬時電圧低下等の系統変化を前提にした試験方法について開発する。 

 ③有識者、電力系統管理者などによる試験方法についての審議 

   有識者、一般電気事業者関係及びＰＣＳ製造メーカ等を中心として、「太陽光発電システムの

複数台連系試験技術研究委員会」、「複数台連系時単独運転検出装置の非干渉・高速化等機能試験

課題対応分科会」及び「太陽光発電普及拡大への系統運用課題対応分科会」を設置する。 

「太陽光発電システムの複数台連系試験技術研究委員会」では、当該研究開発の全体進捗お

よび各分科会より提示された試験方法について審議する。 

「複数台連系時単独運転検出装置の非干渉・高速化等機能試験課題対応分科会」では、複数

台連系時における単独運転検出装置の非干渉性能、高速動作性能等の確認を中心とした試験方

法の審議に特化し、委員会に提出する試験方法の内容に対する精査・助言を行う。 

「太陽光発電普及拡大への系統運用課題対応分科会」では、ネットワーク管理者から示され

た要求事項に基づき、複数台連系されたＰＣＳが一斉不要動作を起こさないことを確認できる

試験方法の審議に特化し、委員会に提出する試験方法の内容に対して精査・助言を行う。 
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〈実施計画〉 

①

a ．

b ．

②

a ．

ⅰ ．

ⅱ ．

ⅲ ．

ⅳ ．

b ．

ⅰ ．

ⅱ ．

③

a ．

b ．

c ．
太陽光発電普及拡大への系統運
用課題対応分科会

有識者、電力系統管理者などによ
る試験方法についての審議

太陽光発電システムの複数台連
系試験技術研究委員会

複数台連系時単独運転検出装置
の非干渉・高速化等機能試験課
題対応分科会

BTB電源を設置するために必要な
実験設備の最適化

複数台連系を対象とした単独運転
検出装置の認証に資する試験方法
の開発

試験回路の検討

不要動作試験方法の策定

複数台連系時の不要動作試験方
法の確立

第4
四半期

第1
四半期

第2
四半期

第3
四半期

第1
四半期

第2
四半期

第3
四半期

第4
四半期

21年度

複数台連系時の単独運転検出機
能試験方法の確立

ネットワーク管理者の要求事項
の事前調査

供試用PCSの導入

必要試験台数の検討

必要試験回数の検討

複数台連系を対象とした単独運転
検出装置の試験方法研究のための
設備の構築

BTB電源の移設

事業項目

20年度

BTB電源の撤去・運搬・設置・調整

BTB電源設置用実験室内の配置替え

試験設備配置替えの設計、実験設備の最適化

試験の進捗に即した試験設備の配置替え

（進捗に応じ適宜開催）

複数台連系対応型PCSの導入

各電力会社等への事前ヒアリング実施

系統運用課題対応分科会での調査検討結果を基に技術的検討・評価試験

審議結果を反映した評価試験・分析

審議結果を反映した評価試験・分析

審議結果を反映した評価試験・分析

8台までの
複数台連系試験・分析

30台までの
複数台連系試験・分析

シミュレーション等による解析

8台までの
複数台連系試験・分析

30台までの
複数台連系試験・分析

8台までの
複数台連系試験・分析

30台までの
複数台連系試験・分析

（進捗に応じ適宜開催）

（進捗に応じ適宜開催）
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 2.2 研究開発の実施体制  
 

（１）研究体制スキーム 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

指示・協議 

（財）電気安全環境研究所 
 
【主な研究内容】 
・複数台連系を対象とした単独運
転検出装置の認証に資する試験
方法の開発 

 
【委員会】 
・「太陽光発電システムの複数台連
系試験技術研究委員会」、「複数
台連系時単独運転検出装置の非
干渉・高速化等機能試験課題対
応分科会」、「太陽光発電普及拡
大への系統運用課題対応分科
会」の運営 

ＮＥＤＯ技術開発機構 プロジェクトリーダー 
所 属：（財）電気安全環境研究所 
役職名：調査役 
指 名：大坂 進 
 

（株）関電工
 
【主な研究内容】 
・複数台連系を対象・複数台とし
単独運転検出の試験方法研究の
ための設備の構築 

・複数台連系を対象とした単独運
転検出装置の認証に資する試験
方法の開発 

委託 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

II-3 



 
 
 

 2.3 研究開発の運営管理  
 

（１）委員会等における外部からの指導及び協力者 

 

「太陽光発電システムの複数台連系試験技術研究委員会」における登録委員 

氏 名 所属 ・ 役職 
仁田 旦三 ＜委員長＞ 明星大学・教授（東大名誉教授・電力中央研究所顧問） 

 合田 忠弘  九州大学 大学院・教授 
林  泰弘 早稲田大学 大学院・教授 

 馬場 旬平 東京大学 大学院・准教授 
 小林 広武 財団法人 電力中央研究所 システム技術研究所・上席研究員 
 石川 忠夫 財団法人 電力中央研究所 システム技術研究所・上席研究員 
 柴田  創 電気事業連合会 電力技術部・副部長 
 市田 雅之 電気事業連合会 工 務 部・副部長 
 峯岸 正彦 東京電力株式会社 配 電 部・グループマネージャー 

              （配電技術グループ） 
 前田 隆文 東京電力株式会社 系統運用部・グループマネージャー 

              （系統保護グループ） 
小道 浩也 中部電力株式会社 販売本部配電部・グループ長 

              （計画グループ） 
三浦 章弘 関西電力株式会社 電力流通事業本部・グループチーフマネージャー 

              （ネットワークお客様技術グループ） 
 大久保昌利 
 

関西電力株式会社 電力流通事業本部・グループチーフマネージャー 
              （系統制御グループ） 

 広渡 健 
 

九州電力株式会社 お客さま本部配電部・グループ長 
（配電自動化グループ） 

 岡本 光央 社団法人 日本電機工業会 代表委員 
（シャープ㈱ソーラーシステム事業本部ＣＳセンター所長） 

牧野 政雄 社団法人 日本電気協会 技術部長 
岡田 郁夫 財団法人 日本ガス機器検査協会 検査認証事業部・部長 

 松原 為敏 社団法人 日本ガス協会 エネルギーシステム部・グループマネー

ジャー （技術対応グループ） 
 香川 芳樹 オムロン㈱ コントロール機器統括事業部 パワーエレクトロニクス事

業推進部・部長 
 林  秀樹 ㈱東芝 電力流通・産業システム社 電力流通システム事業部・主幹 

 樋田 直也 ㈱本田技術研究所 汎用開発センター開発室・シニアマネージャー 
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「複数台連系時単独運転検出装置の非干渉・高速化等機能試験課題対応分科会」における登録委

員 
氏 名 所属 ・ 役職 

 小林 広武 ＜主査＞ 財団法人 電力中央研究所・上席研究員 
 （システム技術研究所） 

長谷川 淳司 電気事業連合会 工務部・副長 
 小林 直樹 東京電力株式会社 電力流通本部 配電部・主任 

            （配電技術グループ） 
 梶川 拓也 中部電力株式会社 販売本部 配電部・副長 

            （計画グループ） 
 大矢 宗樹 関西電力株式会社 電力流通事業本部・グループマネージャー 

            （ネットワークお客さま技術グループ） 
坂口 孝博 九州電力株式会社 お客さま本部 配電部・副長 

            （配電自動化グループ） 
 江口 正樹 社団法人 日本電機工業会 代表委員 

（シャープ㈱ソーラーシステム事業本部システム事業推進センターイ

ンバータグループ・副参事） 
 加藤 玄道 社団法人 日本電機工業会 代表委員 

（パナソニック(株）ホームアプライアンス社 燃料電池プロジェク

ト技術グループ 制御チーム チームリーダー） 
 山口 雅英 社団法人 日本電機工業会 代表委員 

（㈱ジーエス・ユアサパワーサプライ電源システム生産本部 開発

部・部長） 
 篠原 裕文 社団法人 日本電機工業会 代表委員 

（㈱東芝 産業システム社 事業開発推進統括部 事業開発推進部・

部長代理） 
林  正幸 社団法人 日本電気協会 技術部・主査 
三浦 基希 財団法人 日本ガス機器検査協会・アシスタント 

（検査グループ） 
緒方 隆雄 社団法人 日本ガス協会 グリッドワーキング代表 

（東京ガス（株）横浜研究所 技術開発本部 基盤技術部） 
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「太陽光発電普及拡大への系統運用課題対応分科会」における登録委員 
氏 名 所属 ・ 役職 

 石川 忠夫 ＜主査＞ 財団法人 電力中央研究所・上席研究員 
（システム技術研究所） 

 柴田  創 電気事業連合会 電力技術部・副部長 
長谷川 淳司 電気事業連合会 工務部・副長 
小林 直樹 東京電力株式会社 電力流通本部 配電部・主任 

            （配電技術グループ） 
 大野 照男 東京電力株式会社 電力流通本部 系統運用部・主任 

            （系統保護グループ） 
 梶川 拓也 中部電力株式会社 販売本部 配電部・副長 

            （計画グループ） 
 佐藤 幸生 中部電力株式会社 流通本部 系統運用部・副長 

            （給電調査グループ） 
 大矢 宗樹 関西電力株式会社 電力流通事業本部・グループマネージャー 

            （ネットワークお客さま技術グループ） 
榎本 和宏 関西電力株式会社 電力流通事業本部・グループマネージャー 

            （系統制御グループ） 
 後藤 謙市 東北電力株式会社 電力システム部・副長 

            （給電グループ） 
 中澤 雅明 九州電力株式会社 系統運用部・副長 

            （電力品質グループ） 
 仁井 真介 日本電機工業会 代表委員 

（富士電機システム㈱ ｅ－ソリューション本部 エネルギーソ

リューション統括部 ＥＭシステム一部・課長） 
 内山 倫行 日本電機工業会 代表委員 

（㈱日立製作所 エネルギー・環境システム研究所・主任研究員） 
長田 和哉 日本電機工業会 代表委員 

(三菱電機(株) 中津川製作所 太陽光発電システム部 技術第二課

専任) 
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 2.4 研究開発の実用化に向けたマネジメントの妥当性  
 

【実用化につなげる戦略】 

 

  ＮＥＤＯ、実施者とも得られた研究開発成果については、普及に努めるようプロジェクトを遂行

し、認証制度の確立と早期の認証制度の開始を目指すなど、ＰＶシステムの普及に積極的に努める

よう実施者に指導する。 

  具体的には、 

  ①新たな機能に対応した認証の開始 

  ②技術規程類への反映 

  ③国内の単独運転検出機能の仕様統一（標準化）及び国際標準化獲得に向けた取り組み 

④日米共同研究の取り組み 

  が挙げられる。  

 

 

３．情勢変化への対応  
 

ＮＥＤＯ運営の「太陽光連系技術委員会」と、委託先運営の委員会「太陽光発電システムの複数

台連系試験技術研究委員会」（5回開催）及び２つの分科会「複数台連系時単独運転検出装置の非

干渉・高速化等機能試験課題対応分科会」（8回開催）と「太陽光発電普及拡大への系統運用課題

対応分科会」（7回開催）という体制のもとに、国内外の情勢変化に関する情報収集をしつつプロ

ジェクトを推進した。その結果、大きな情勢変化等はなく、計画等に特に変更はなかった。 

 

 

４．中間評価結果への対応  
 

  中間評価対象外事業。 

 

 

５．評価に関する事項   
 

技術的及び産業政策的観点から見た技術開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義並びに将来

の産業への波及効果等の観点から、外部有識者による技術開発の事後評価を平成２２年度までに実

施する。 

 

 

 



 

III． 研究開発成果について  
 

１．研究開発の成果  
①複数台連系を対象とした単独運転検出装置の試験方法研究のための設備の構築 

(財)電力中央研究所赤城試験センター(前橋市)内に、「集中連系型太陽光発電システム実証研究」

(平成 14 年度～平成 19 年度、NEDO 委託事業)において使用した「模擬配電系統設備(建物、太陽電池

模擬電源、市販 PCS、計測システム及び解析用パソコン等)」を利活用して構築し、試験目的に応じ

た各試験回路やデータ取得・分析方法の最適化を実施した。ただし、「模擬配電系統設備」では系統

側を模擬する電源容量が不足していることから「新電力ネットワークシステム実証研究」(平成 15 年

度～平成 19 年度、NEDO 委託事業)において、東北福祉大学(仙台市)で使用したＢＴＢ電源を赤城試

験センターに移設することにより、30 台規模のＰＶシステム用ＰＣＳが系統連系運転できるシステ

ムを構築することが可能となった。 

 

②複数台連系を対象とした単独運転検出装置の認証に資する試験方法の開発 

ＰＶシステムが複数台連系した場合における単独運転検出装置の試験条件及び評価方法(判定基準

等)については、実際の連系台数にて実証試験を行うことが望ましいが、設備規模、経済性等の観点

から非現実的である。 

そのため、構築した複数台連系用試験設備の範囲内において、実際に連系される台数と同等の評価

を行える試験方法について開発した。 

また、ＰＶシステムが電力系統全体で広域・多数に連系された場合に、同一系統内において発生し

た瞬時電圧低下や何らかの原因による位相跳躍等により単独運転検出装置が一斉不要動作(一斉解列)

をしてしまう可能性があるが、これは系統側にとっても好ましい動作ではない。 

よって、今後の単独運転検出装置には、想定される系統変化内での一斉不要動作を起こさない検出

方式がより求められ、また、それと同時にその機能について有効性を評価する必要があるため、瞬時

電圧低下等の系統変化を前提にした試験方法について開発した。 

 

多数台連系に対応する試験項目 

 

【現行認証試験項目】        【本研究による追加、変更される試験項目】 

 

 
構造試験

絶縁性能試験

保護機能試験

単独運転防止試験

定常特性試験

過渡応答特性試験

外部事故試験

瞬時電圧低下試験

環境適合性試験

耐電気環境試験

耐周囲環境試験

耐久性試験

部品故障試験

自立運転試験

複数台連系時単独運転防止試験１複数台連系時単独運転防止試験１

周波数変化助長機能試験周波数変化助長機能試験

瞬時電圧低下試験（FRT試験）瞬時電圧低下試験（FRT試験）

周波数変動試験（FRT試験）周波数変動試験（FRT試験）

複数台連系時単独運転防止試験２複数台連系時単独運転防止試験２
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周波数変化助長機能試験 ； 

 

単独運転状態において単独運転系統内の発電と負荷が平衡状態となり、周波数偏差が小さい場合

には、周波数変動を与えるために無効電力を注入する機能が動作し、周波数を変動させる。この機

能により注入される無効電力の方向が異なると、相互干渉により単独運転検出感度が低下し、検出

時間が遅延することになるため、この機能の動作確認試験が必要となる。 

この試験の後に行う「複数台連系時単独運転防止試験 1」および「複数台連系単独運転防止試験

2」は、この機能が正常に動作した上で行われる試験であるため、単独運転防止に関係する試験項

目の中では、最初に行われる試験となる。 

【試験目的】 

・ 高速動作を助長する目的で具備される機能が正常に動作するか確認を行う。 

・ 「複数台連系時単独運転防止試験」を周波数変化助長機能の干渉性がない条件で試験

を行うために、使用する PCS それぞれについて以下の試験を行う。 

本試験は、「複数台単独運転防止試験 2」に用いる PCS それぞれについて行う。 
 

【負荷設定】 

・ 逆変換装置の定格出力を消費するように負荷を設定する。 

〈１．高調波電圧急増時〉 

【測定方法】 

試験回路に連系したまま、定格周波数（偏差：±0.01Hz 以内）に保ち、電圧に高調波成

分を加え、その後急増させる。 

【判定方法】 

周波数、高調波電圧の変化が動作条件を満たした場合に、定格出力の 0.1p.u.（容量

性）の無効電力を 3サイクル間注入すること。 

〈２．基本波電圧急増時〉 

【測定方法】 

試験回路に連系したまま、定格周波数（偏差：±0.01Hz 以内）に保ち、基本波電圧を急

増させる。 

【判定方法】 

周波数、基本波電圧の変化が動作条件を満たした場合に、定格出力の 0.1p.u.（容量

性）の無効電力を 3サイクル間注入すること。 

本機能では、周波数偏差が偏差：±0.01Hz 以内で、高調波電圧が急増、または基本波電圧が急増

した場合に単独運転状態の可能性ありと判断し、無効電力を注入するため、【測定方法】および

【判定方法】はそれぞれ「高調波電圧急増時」、「基本波電圧急増時」について試験を行う。 

 

 

複数台連系時単独運転防止試験１； 

 

（財）電気安全環境環研究所において行われている「系統連系保護装置等の認証試験」の試験項

目の「単独運転防止試験」に相当する試験である。 

【試験目的】 

単独運転検出機能の動作および復帰特性の確認を行う。 

 

III-2 



 
 

【負荷設定】 

・ 負荷バランスは P、Q25 ポイント。（現認証と同じ） 

・ 回転機負荷は逆変換装置の出力値 4kW に対し 1台の割合で接続する。 

・ 逆変換装置の定格出力が 4kW 未満の場合は、逆変換装置の出力合計が 4kW に最も近く

なるように逆変換装置の台数を増加させてもよい。この場合、回転機負荷は 1 台接続

する。 

単独運転継続時間は回転機負荷の影響を受けるため、これを考慮した試験が必要となる。 

 

【測定方法】 

・ 逆変換装置がゲートブロックおよび、開閉器が開放するまでの時間を測定する。 

・ 「受動のみ」、「能動のみ」、「受動+能動」にて実施する。 

 

【判定方法】 

・ 受動的方式、能動的方式ともに、開閉器開放及びゲートブロック機能が所定の時間内

（＝判定値）に動作すること。 

・ 系統電圧が復帰しても整定された時間は再並列しないこと。 

 

 

複数台連系時単独運転防止試験２； 

 

「複数台連系時単独運転検出機能試験 1」の結果、単独運転検出に最も時間を要した負荷設定に

おいて、PCS を 2 台から 1 台ずつ増加させながら、単独運転検出時間を測定し、PCS 台数の増加

による単独運転検出時間の増加がないことを確認する試験で、現行の単独運転防止試験とはことな

り、PCS の出力合計値に合わせ、回転機負荷を増減させることにより、PCS の接続台数が異なる

試験における単独運転検出時間を比較し判定する方法となっている。 

【試験目的】 

同一方式の単独運転検出機能が、多数台連系時においても高速で動作し、解列すること

を確認する。 

 

【負荷・逆変換装置設定】 

・ 複数台連系時単独運転防止試験１において、単独運転継続時間が最長となったＰＱポ

イントに設定する。 

・ 回転機負荷は逆変換装置の出力値 4kW に対し 1台の割合で接続する。 

・ 逆変換装置の定格出力が 4kW 未満の場合は、逆変換装置の出力合計が 4kW に最も近く

なるように逆変換装置の台数を増加させる。この場合、回転機負荷は 1台接続する。 

・ 逆変換装置の合計出力が 4kW の倍数となるように接続台数と出力を調整する。 

・ 出力を調整し、試験を行う場合は、その出力においても複数台連系時単独運転防止機

能試験１を行うこと。この場合、出力に応じ無効電力も調整すること。（無効電力の最

大値は定格出力 4kW に対し 1kvar の割合とする） 

 

【測定方法】 

・ 逆変換装置の台数を 2 台から上記条件を満たす様、接続台数を増加させ、それぞれの

接続台数において開閉器開放及びゲートブロック機能が動作するまでの時間を 15 回測

定する。接続台数を増加させた試験は 9回を上限とする。 

 
【判定方法】 

以下の全ての条件を満たしていること。 
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・ 接続台数毎に、単独運転を検出し開閉器開放及びゲートブロック機能が動作する時間

を 15 回ずつ測定した値から、接続台数毎に平均値を算出し得られた平均値群の最大値

から最小値を引いた値が 20ms 以内であること。 

・ 逆変換装置を「n+1 台を接続し測定した 15 回のデータ」と、「n 台接続し測定した 15

回のデータ」との平均値との差が、減少もしくは同一となるケースを 2 回確認できる

こと。 

・ 接続した逆変換装置のいずれにおいても単独運転を検出し、開閉器開放及びゲートブ

ロック機能が動作する時間が、複数台連系時単独運転防止試験１における判定値を超

えないこと。 

 

 

周波数変動試験（ＦＲＴ試験）； 

 

系統擾乱時の周波数変動において、PCS が具備する保護装置が動作することなく、並列運転を継

続することを確認する試験。 

【試験目的】 

系統擾乱時に逆変換装置が並列運転を継続することを確認する。 

本試験は、FRT 試験のひとつであり、PCS の運転継続性を確認する試験である。このため、

PCS の具備する保護装置はマスクすることなく全て用いた状態で行われる。 

【負荷設定】 

逆変換装置の定格出力を消費するように負荷を設定する。 

 

【測定方法】 

・ ステップ状に+0.8Hz（50Hz の場合）、+1.0Hz（60Hz の場合）、3 サイクル継続の変動を

与え、逆変換装置の動作を確認する。 

・ ランプ状の±2Hz/s の変動を与え、逆変換装置の動作を確認する。 

  周波数の上限は 50Hz の場合 51.5Hz、60Hz の場合 61.8Hz。 

  周波数の下限は 50Hz の場合 47.5Hz、60Hz の場合 57.0Hz。 

 

【判定方法】 

逆変換装置が並列運転を継続すること。 

 

 

瞬時電圧低下試験（ＦＲＴ試験）（暫定）； 

 
暫定仕様の PCS に用いられる瞬時電圧低下試験。 

【試験目的】 

瞬時電圧低下時に逆変換装置が並列運転を継続することを確認する。 

 

【負荷設定】 

逆変換装置の定格出力を消費するように負荷を設定する。 

 

【測定方法】 

残電圧 30%と 0%、1 秒継続の瞬時電圧低下を発生させ保護装置等の動作および逆変換装置

からの出力を確認する。 
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電圧を復帰させ、逆変換装置からの出力と復帰に要する時間を測定する 

瞬時電圧低下の位相投入角を 0°、 45°、 90°とし、位相投入角の試験を実施する。 

 

【判定方法】 

〈１．残電圧 30%時〉 

・ 残電圧 30%の瞬時電圧低下に対し並列運転を継続する。 

単相系統に接続する機器で、位相投入角が 0 °の条件で行われる試験を除き、電圧低下の発生した

瞬間から 2 サイクル以内のゲートブロック（２サイクル以内に復帰するゲートブロック）は許容す

る。 

 ただし、ゲートブロックからの復帰後は、電圧低下中において再度のゲートブロックを行わないも

のとする。 

・ 電圧復帰後 0.5 秒以内に瞬時電圧低下発生前の有効電力出力の 80%以上の出力を行

う。 

・ 系統電圧が復帰した時に過電流が定格電流の 150%以下、かつ 100%を超える時間が 0.5

秒以内であること。ゲートブロックが動作しないこと。 

〈２．残電圧 0%時〉 

・ 残電圧 0%の瞬時電圧低下に対し並列運転を継続するかまたは、ゲートブロックする。

・ 電圧復帰後 1.0 秒以内に瞬時電圧低下発生前の有効電力出力の 80%以上の出力を行

う。 

・ 系統電圧が復帰した時に過電流が定格電流の 150%以下、かつ 100%を超える時間が 0.5

秒以内であること。ゲートブロックが動作しないこと。 

 

 

瞬時電圧低下試験（ＦＲＴ試験）； 

 

2016 年度までの開発予定の仕様の PCS に適用される試験。 

【試験目的】 

瞬時電圧低下時に逆変換装置が並列運転を継続することを確認する。 

 

【負荷設定】 

逆変換装置の定格出力を消費するように負荷を設定する。 

 

【測定方法】 

・ 残電圧 20%と 0%、1 秒継続の瞬時電圧低下を発生させ保護装置等の動作および逆変換

装置からの出力を確認する。 

・ 電圧を復帰させ、逆変換装置からの出力と復帰に要する時間を測定する。 

・ 瞬時電圧低下の位相投入角を 0°、 45°、 90°とし、位相投入角の試験を実施す

る。 
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【判定方法】 

〈1．残電圧 20%時〉 

・ 残電圧 20%の瞬時電圧低下に対し並列運転を継続する。 

単相系統に接続する機器で、位相投入角が 0 °の条件で行われる試験を除き、電圧低下の発生した

瞬間から 2 サイクル以内のゲートブロック（２サイクル以内に復帰するゲートブロック）は許容す

る。 

ただし、ゲートブロックからの復帰後は、電圧低下中において再度のゲートブロックを行わないもの

とする。（ゲートブロックが動作しないよう運転を継続する機器の開発を 2016 年度までの目標とす

る） 

・ 電圧復帰後 0.1 秒以内に瞬時電圧低下発生前の有効電力出力の 80％以上の出力を行

う。 

・ 系統電圧が復帰した時に過電流が定格電流の 150%以下、かつ 100%を超える時間が 0.5

秒以内であること。ゲートブロックが動作しないこと。 

〈2．残電圧 0%時〉 

・ 残電圧０％の瞬時電圧低下に対し並列運転を継続するかまたは、ゲートブロックす

る。 

・ 電圧復帰後 1.0 秒（2016 年度までの開発目標は 0.2 秒とする）以内に瞬時電圧低下発

生前の有効電力出力の 80%以上の出力を行う 

・ 系統電圧が復帰した時に過電流が定格電流の 150%以下、かつ 100%を超える時間が 0.5

秒以内であること。ゲートブロックが動作しないこと。 

 

 

③有識者、電力系統管理者などによる試験方法についての審議 

本研究では、委員会を 5 回、分科会 1 を 8 回、分科会 2 を 7 回開催し、その中で，試験方法につい

て審議を行い，これを確立した。 

a) 「周波数変化助長機能試験」、「複数台連系時単独運転防止試験１，2」 

    (財)電気安全環境研究所が行っている認証試験の中で，単独運転防止に関わる試験である「単独

運転防止試験」の内容をベースに，主に分科会１において，多数台連系時における単独運転機能の

動作を確認する試験方法の検討，審議を行い，これを確立した。 

 

b) 「瞬時電圧低下試験(FRT 試験)」、「周波数変動試験(FRT)試験」 

    (財)電気安全環境研究所が行っている認証試験の中で，系統擾乱時のＰＣＳの運転に関わる試験

である「瞬時電圧低下試験」の内容をベースに，主に分科会２において，大量連系時に備えるべき

性能を確認する試験方法の検討，審議を行い，これを確立した。 

  

 

２．研究発表・講演、文献、特許等の状況  
 

 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 合計 

研究発表・講演 １ ２ ３ 

 

 

 

 

 



 

IV． 実用化の見通しについて  
 

１．実用化の見通しについて  
 

 本プロジェクトの成果に伴う、実用化の見通し・状況については以下のとおり。 

 ①新たな機能に対応した認証の開始 

   財団法人電気安全環境研究所において、本研究開発の成果を活用し、大量導入時までに備える

べき機能を有した機器に対する認証の開始に向けた準備（試験設備の構築など）を開始した。 

 ②技術規程類への反映 

   本研究開発の成果を活用して、ＰＶ大量導入時までに備えるべき単独運転検出機能について、

「系統連系規程」への記述の追加及び修正について、平成22年3月に社団法人日本電気協会に改

定要望を提出し、現在審議されているところである。 

 ③国内の単独運転検出機能の仕様統一（標準化） 

現在，多種混在となっている能動的方式単独運転検出機能を，大量導入に向けて今後流通され

る機器について，仕様統一が求められており、ＮＥＤＯではＰＶの単独運転検出機能を含めた分

散電源用パワコンの標準化事業について平成22年8月よりに公募を実施している。  

“平成 22 年度「戦略的国際標準化推進事業（標準化研究開発/グリーンイノベーション推進事

業）」分散型電源用パワコンの国際標準化に係る研究開発”  

   この事業においては、本研究開発の成果を活用して、日本国内における標準仕様の規格化及び

国際標準化獲得に向けた戦略を示すことが目標となる。 

④日米共同研究の取り組み 

本研究開発の成果を活用し、平成22年度よりＮＥＤＯ事業「米国ニューメキシコ州における日

米スマートグリッド実証」において、サンディア国立研究所と共同で単独運転検出装置など分散

電源保安技術に関する検討を実施する。 

 

 

２．波及効果について  
 

本プロジェクトで実施した、ＰＶシステムの単独運転検出装置の多数台連系試験技術は、他種分

散型電源の多数台連系への展開が期待できる。 

 

 

IV-1 



Ｖ-1

(添付資料)
イノベーションプログラム基本計画

（「単独運転検出装置の複数台連系試験技術開発研究」関係部分抜粋）
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Ｖ-8

(添付資料)
プロジェクト基本計画

（「単独運転検出装置の複数台連系試験技術開発研究」関係部分抜粋）
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添付資料



Ｖ-17

(添付資料)
技術戦略マップ２０１０



Ｖ-18

(添付資料)
事前評価関連資料（事前評価書、パブリックコメント募集の結果）
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添付資料
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【研究発表・講演】 

 

発表年月日  発表媒体  発表タイトル  発表者  

H21.3.17 平成 21 年  
電気学会 全国大会  

PV システム単独運転検出装置

複 数 台 連 系 試 験 方 法 の 検 討

（２）  

(株 )関電工  
宮本 裕介  

H21.6.8 

THE 34th IEEE 
PHOTOVOLTAIC 
SPECIALISTS 
CONFERENCE 

Development of examination 
method when plural island-
ing detection systems are in-
terconnected 

(株 )関電工  
杉原 裕征 

H22.3.17 平成 22 年  
電気学会 全国大会  

太陽光発電システム  
単独運転検出装置試験回路の

検討  

(株 )関電工  
宮本 裕介  

 

Ｖ-23

(添付資料)
研究発表・講演、文献、特許等のリスト



 

２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。
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太陽光発電システムの複数台連系試験技術研究委員会における検討 資料7 P5の詳細資料太陽光発電システムの複数台連系試験技術研究委員会における検討

「集中連系型太陽光発電システム実証研究」（平成1４～19年度 NEDOプロジェクト）

資料7 P5の詳細資料

能動的方式相互干渉
による単独運転継続単独運転継続

分散型電源と線路負荷バランス時の
受動的方式不動作による

高低圧混触事故保護の困難化高低圧混触事故保護の困難化

集中連系に
よる影響

現行運用
受動的方式や逆変換装置の制御
によるゲートブロックで対応

任意認証制度外での実機組み合わせ試験
により単独運転検出機能動作確認実施

大量連系時 影響に いて検討追加

不要一斉解列による

能動的方式の高速化 相互干渉のない能動的方式

分散型電源と線路負荷バランス時の単独運転を高速に検出するための能動的機能（ステップ注入）

必要機能

大量連系に

大量連系時の影響について検討追加

不要 斉解列による
系統周波数低下系統周波数低下

・分散型電源と線路負荷バランス時の単独運転を高速に検出するための能動的機能（ステップ注入）
・周波数変化を利用した能動的機能（周波数フィードバック）

開発技術
大量連系に
よる影響

新型単独運転検出装置開発新型単独運転検出装置開発

・系統擾乱時の運転継続

分科会２
新型単独運転検出装置開発新型単独運転検出装置開発

・系統擾乱時の運転継続
・瞬時電圧低下発生後、高速出力復帰

・ＰＣＳに要求されるＦＲＴ能力レベル

分科会１

技術調査

必要機能

・ＰＣＳ側で対応できる技術的限界
技術調査

多数台連系実験設備の構築（最大３０台連系可）設備構築

周波数変化助長機能試験

ステップ注入動作

瞬時電圧低下試験周波数変動試験複数台連系時単独運転検出機能試験

試験台数、回数 系統インピーダンス 回生負荷 擾乱時運転継続 高速出力復帰
試験方法

機能の確認方法
・多数台連系の模擬に必要な台数・系統インピーダンス・回生負荷
・実配電系統での検出時間の評価に必要な試験回数

系統擾乱時の
周波数変動様相

瞬低の耐量と
復帰時間・出力

単独運転検出時間注入時間・注入量 ＰＣＳ動作 ＰＣＳ動作・出力

試験方法

確認事項

・能動的方式の高速化に伴う受動的方式との役割分担について（単独運転検出装置の有効性を高めるため，従来通り両方式を組合せて使用。動作時限等変更．）分科会１，２分科会１，２ 能動的方式の高速化に伴う受動的方式との役割分担について（単独運転検出装置の有効性を高めるため，従来通り両方式を組合せて使用。動作時限等変更．）
・単独運転検出装置の高速動作とＦＲＴ要件との両立性について（実機試験により確認）

分科会１，２分科会１，２
相互検討相互検討

複数台連系を前提とした認証試験
電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン 系統連系規程

規程類
改定

系統連系保護装置認証制度
任意認証制度



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料１ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

評価部 

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

国 民
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１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 
● ジャーナリスト 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある６名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
平成２０年度に開始された「新エネルギー技術研究開発 単独運転検出装置

の複数台連系試験技術開発研究」プロジェクトを評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ
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ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 
 
４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべきものである。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、

研究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-8 頁

参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 
プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
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評価項目・評価基準 

 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ 「エネルギーイノベーションプログラム」の下で、当該施策・制度の目標

達成のために寄与しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 

 

(2)事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
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・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は公開性が確保されているか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
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(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 

・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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標準的評価項目・評価基準（事後評価） 

２０１０．３．２６ 
【事後評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 
標準的評価項目・評価基準は、第２５回研究評価委員会（平成２２年３月２

６日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が
標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 
 
ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの事

後評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 
 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
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(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 

(4) 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
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・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
 
４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)事業化までのシナリオ 
・ ＮＥＤＯ後継プロジェクト、ＮＥＤＯ実用化助成、企業内研究等、プロ
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ジェクト終了後の事業化までの道筋は明確か。 
・ 市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事

業化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っている

か。 
 

(3)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 
 
＊基礎的・基盤的研究開発の場合 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
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(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

３．研究開発成果について 
(1)目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 
（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
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４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 
 
＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい
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るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 
３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 
（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は公開性が確保されているか。 
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(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 
(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
 
４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 
・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 
・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 
(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料２ 評価に係る被評価者意見 
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研究評価委員会（分科会）は、評価結果を確定するにあたり、あらかじめ当

該実施者に対して評価結果を示し、その内容が、事実関係から正確性を欠くな

どの意見がある場合に、補足説明、反論などの意見を求めた。研究評価委員会

（分科会）では、意見があったものに対し、必要に応じて評価結果を修正の上、

最終的な評価結果を確定した。 
評価結果に対する被評価者意見は全て反映された。 



 

 

 

本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 

平成２３年３月 
 
 NEDO 評価部 
 部長 竹下  満 
 主幹 寺門  守 

 担当 室井 和幸 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/iinkai/kenkyuu/index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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